
沖縄振興の政策ツール

減免 減収補填 その他 資金の確保 施設整備
その他

（配慮義務等）
高率補助・
直轄代行

ハード
交付金

ソフト
交付金

その他
法律補助

観光 §８,26,27 §9 §10 §11 §15,16,25
情報通信 §31 §32 §33 §34
産業高度化 §36 §37 §38 §39 §40
国際物流 §47,48 §49 §46 §50 §51 §52
経済金融 §57,57の2 §58 §59
農林水産業 §60 §61,62

エネルギー供給 §65 §63
中小企業 §66 §72

公庫の事業特例 §73,74
雇用促進・職業安定 §80 §83 §79,81

人材育成 §83の2
教育 §92

文化の振興 §84
§84の4 同号ニ §89

§85 同号ホ
§92の2 同号ヘ
§86,87,88 同号ト

§95(跡地法) §95(跡地法) 同号チ
§93 §94 §90,92 同号リ

§84の2,84の3 同号ヌ

§91
§105,106,
107,108

§105の2②Ⅰ,
105の3②

H24改正附則
§5の2

同号ル

離島振興

※§は、沖縄振興特別措置法上の根拠条文番号

沖縄振興開発金融公庫（沖縄振興開発金融公庫法、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律）
沖縄科学技術大学院大学（沖縄科学技術大学院大学学園法）

〇分野ごとの政策ツール

社会資本整備等

産業振興

雇用・人材育成

環境の保全・防災及び国土の保全

その他

産業振興等
科学技術の振興

　　　　　　　　　　　　　　ツール

分野
（沖振法§４②各号をもとに記載）

跡地利用

教育・文化振興

福祉の増進・医療の確保
科学技術の振興
情報通信の高度化

国際協力及び国際交流の推進

他法の読替え等

105の3②
(以下同じ),
§105の2②

Ⅱイ

税の減免・
地方税減収補てん等 給付金

努力義務 補助

同号ロ

同号ハ

その他

社会資本整備等

〇その他の政策ツール

沖縄振興予算の一括計上（内閣府設置法）
沖縄総合事務局（内閣府設置法）
民生安定のための酒税・揮発油税の軽減（沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律）
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